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④道路土工構造物点検要領の改定について

資料２－１

防災・減災に関する検討事項



１．現在までの経緯

令和４年３月２２日

分野別会議（土工）

第１６回 道路技術小委員会
• 道路土工構造物点検要領（国土交通省 道路局 国道・技術課）の改定（暫定版）

・ 道路土工構造物点検要領（国土交通省 道路局 国道・技術課）の改定（暫定版）

道路技術小委員会（本日）
• 道路土工構造物点検要領（国土交通省 道路局 国道・技術課）の改定

令和４年度 直轄事務所において点検要領（暫定版）の試行

令和５年度～ 改定した要領による２巡目点検の実施

分野別会議（土工）

令和５年３月１３日

令和５年２月２７日

・道路土工構造物点検要領（国土交通省 道路局 国道・技術課）の改定

令和３年度
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道路土工構造物点検要領の改定（暫定版）のポイント

①近年の重大な被災事例から得られた知見を反映

⇒（１）特定道路土工構造物注）は、建設後２年以内に初回点検を行うことを基本

⇒（２）設計施工段階での記録を確実に残し、その記録に照らした点検を誘導

⇒（３）一巡目点検結果等に基づく最新の知見等を反映

②道路防災点検と重複する内容を道路土工構造物点検要領にて再整理

⇒（４）「特定道路土工構造物注）」の対象に、河川隣接区間として前面に河川がある

盛土及び擁壁を追加

⇒（５）防災カルテ点検で実施していた道路区域内における道路土工構造物の点検

を道路土工点検として一元化

改定のポイント

③新技術活用促進のためのカタログ作成、参考資料の整備

⇒（６）三次元点群データを道路土工構造物点検にも活用できることを明記

注）長大切土（切土高が概ね15m以上）と高盛土（盛土高が概ね10m以上）

令和４年 ３月２２日
第16回 道路技術小委員会資料
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２．点検要領（暫定版）の試行による直轄事務所からの主な意見

【総意見数：１３５件】
・各整備局・直轄事務所より１３５件の意見があった（うち誤字・不整合等１３件）
・河川隣接区間関連の質問は類似する意見数が多かった

河川隣接区間（点検方法、管理番号、抽出方法、海岸隣接区間、抽出条件、区間設定）

主な意見 類似意見数

河川隣接区間について、点検方法詳細の規定がない ９件

河川隣接区間における管理番号の設定方法に関する記載がない ５件

河川縦断図がなく、道路と河川の隣接距離が1ｋｍ未満の場合の取扱に
ついて、記述してほしい

５件

海岸沿いの盛土・擁壁を特定土工点検の対象にしてはどうか ４件

河川隣接区間の「隣接」の定義の記載がない ３件

河川が並行する区間においては区間が長距離となる場合が想定される
ため、沢や護岸構造の変化などに応じ適当な区間で分割できることを明
記してほしい

３件
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３．用語の定義
本要領で取り扱う用語は、以下の定義である。
（１）特定道路土工構造物

・・・（中略）・・・
(c) 河川隣接区間の盛土又は擁壁

前面に河川のある道路管理者が管理する盛土又は擁壁で、以
下の条件のうち、①且つ②又は①且つ③に該当するもの。但し、
本条件に該当しても、コンクリート等により三面護岸化された
小河川の隣接区間など、あきらかに洗掘の恐れがない区間は除
く。
①道路肩から土工構造物の法尻もしくは構造物のGLまでの水

平距離がおおむね７ｍ以内
②河床勾配がおおむね１/２５０より急勾配である箇所
③湾曲部等の水衝部になっている箇所（湾曲半径がおおむね

１２０ｍ以下かつ湾曲角度がおおむね２０°以上）
・・・（中略）・・・

【補足】
・・・（中略）・・・

河川隣接区間の盛土又は擁壁の点検区域は、盛土のり尻部又は擁
壁基礎部から洗掘による河川吸い出しに伴う路面陥没等の有無を確
認できる範囲を設定する。

・・・（中略）・・・

３．用語の定義
本要領で取り扱う用語は、以下の定義である。
（１）特定道路土工構造物

・・・（中略）・・・
(c) 河川隣接区間の盛土又は擁壁

前面に並行して河川のある道路管理者が管理する盛土又は擁
壁で、以下の条件のうち、①且つ②又は①且つ③に該当するも
の。但し、本条件に該当しても、コンクリート等により三面護
岸化された小河川の隣接区間など、あきらかに洗掘の恐れがな
い区間は除く。
①道路肩から道路土工構造物の法尻もしくは構造物のGLその

前面と河床との接点までの水平距離がおおむね７ｍ以内
②河床勾配がおおむね１/２５０より急勾配である箇所
③湾曲部等の水衝部になっている箇所（湾曲半径がおおむね

１２０ｍ以下かつ湾曲角度がおおむね２０°以上）
・・・（中略）・・・

【補足】
・・・（中略）・・・

河川隣接区間の盛土又は擁壁の点検区域は、盛土のり尻部又は擁
壁基礎部から洗掘による河川吸い出しに伴う路面陥没等の有無を確
認できる範囲に着目して設定する。
なお、河川隣接区間については、

・点検対象箇所を沢や護岸構造の変化などに応じ適当な区分で分割
してもよい。

・道路肩から道路土工構造物の法尻もしくはその前面と河床との接
点までの水平距離の測定が困難な場合は、道路肩から道路土工構
造物と平水位との接点までの水平距離等を目安に点検対象箇所を
設定してもよい。

・・・（中略）・・・

意見に対する主な修正内容①

・河川隣接区間の「隣接」の定義の記載がない
・構造の変化などに応じ適当な区間で分割できることを明記してほしい

暫定版（R4.3）
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５－１ 点検対象の把握
点検にあたっては、状況等に応じた適切な点検を行えるように、

既往資料に基づいて点検対象となる特定道路土工構造物を抽出し、
個別の点検対象である点検区域を確定した上で、それらの諸元や
周辺条件等を把握する必要がある。

【補足】
・・・（中略）・・・

河川隣接区間の盛土又は擁壁については、洗掘等による被災が道
路機能に大きな影響を及ぼす事に留意し、対象を決定する必要があ
る。また、自然河岸の河川隣接区間は道路区域外のため、特定土工
点検の対象外となるが、道路防災上の点検として特定土工点検に準
じ点検を行うとよい。さらに、海岸に隣接する擁壁等で波浪による
侵食や洗掘の影響が著しい区間についても、特定土工構造物に準じ
て、点検を行うとよい。

５－１ 点検対象の把握
点検にあたっては、状況等に応じた適切な点検を行えるように、

既往資料に基づいて点検対象となる特定道路土工構造物を抽出し、
個別の点検対象である点検区域を確定した上で、それらの諸元や
周辺条件等を把握する必要がある。

【補足】
・・・（中略）・・・

河川隣接区間の盛土又は擁壁については、洗掘等による被災が道
路機能に大きな影響を及ぼす事に留意し、対象を決定する必要があ
る。また、自然河岸の河川隣接区間は道路区域外のため、特定土工
点検の対象外となるが、道路防災上の点検として特定土工点検に準
じ点検を行うとよい。

意見に対する主な修正内容②

改定版（案）（R5.●）

・海岸沿いの盛土・擁壁を特定土工点検の対象にしてはどうか

暫定版（R4.3）
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６－１ 点検の方法
特定土工点検は、近接目視により行うことを基本とする。
切土や盛土を構成する各施設の変状が、道路の機能にどの様に

影響を及ぼすか留意し点検する。
【補足】

・・・（中略）・・・
（３）点検の手法は近接目視が基本であるが、健全性の診断を行う
ため必要に応じて触診や打音検査を含む非破壊検査技術などを適用
することを検討する。なお、前述の通り、のり面崩落に影響を及ぼ
す変状を把握し評価するために、全体を俯瞰的にみることが重要で
あり、長大切土や高盛土ののり面の変状の把握においては、必要に
応じ三次元点群データ等の活用により効率的に行う事が考えられる。
また、河川隣接区間の洗掘状況の把握について、洗掘範囲、深さを
水中カメラ等を用いて、定量値を把握することが望ましい。計測内
容としては、洗掘範囲、深さ、周辺護岸の沈下、傾斜等を計測する
ことが望ましい。

・・・（中略）・・・

６－１ 点検の方法
特定土工点検は、近接目視により行うことを基本とする。
切土や盛土を構成する各施設の変状が、道路の機能にどの様に

影響を及ぼすか留意し点検する。
【補足】

・・・（中略）・・・
（３）点検の手法は近接目視が基本であるが、健全性の診断を行う
ため必要に応じて触診や打音検査を含む非破壊検査技術などを適用
することを検討する。なお、前述の通り、のり面崩落に影響を及ぼ
す変状を把握し評価するために、全体を俯瞰的にみることが重要で
あり、長大切土や高盛土ののり面の変状の把握においては、必要に
応じ三次元点群データ等の活用により効率的に行う事が考えられる。

・・・（中略）・・・

意見に対する主な修正内容③

改定版（案）（R5.●）

河川隣接区間について、点検方法詳細の規定がない

暫定版（R4.3）
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一巡目点検の状況や結果

10% 24% 20% 20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

74%

（約15,000施設）
74%国土交通省

約20,000施設

47%

(7,042)
46%

(6,869)

6%

(930)

0.1%

(8)

土工構造物点検結果

損傷度の判定区分

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2018年度～
2021年度
土工構造物
14,849施設

■切土及び盛土における１巡目（４年分のみ）の点検結果

■直轄国道においては、平成３０年度から道路土工構造物点検を実施。現時点で約15,000ヵ所が点検済

みであり、その約１割が「速やかに措置を講ずることが望ましい状態（健全性Ⅲ）」

※点検結果の特徴等の分析に使用した箇所数
7
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

切土のり面

判定区分Ⅰ

判定区分Ⅱ

判定区分ⅢⅣ

点検結果と特徴

一巡目点検の結果から得られた最新の知見（切土）

・ 判定区分Ⅲ、Ⅳでは、 「崩壊」「湧水」「亀裂」に関する変状が比較的多い。
・ 法面全体に影響を及ぼす「はらみだし」「段差」「地すべり」に関する変状は比較的少ない。
・ 「湧水」「亀裂」が顕在化する場合や、「崩壊」に繋がった場合に判定区分Ⅲ、Ⅳになると考えられる。

■道路土工構造物（切土）の点検結果とその特徴

■建設経過年数と判定区分に関係性が見られない。

■切土の変状項目によって、健全性診断の判定の傾向が異なる。

▲建設経過年数別の判定区分

46%

54%

55%

59%

58%

46%

45%

41%

41%

38%

36%

47%

8%

6%

5%

4%

6%

7%

1%

0%

0%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11～20年

21～30年

31～40年

41～50年

51年～

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

▲変状項目別の判定区分の割合

箇所数（ ）（239） （95） （416） （333） （4） （64） （114） （421） （11） （216）
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

盛土のり面

判定区分Ⅰ

判定区分Ⅱ

判定区分ⅢⅣ

点検結果と特徴

一巡目点検の結果から得られた最新の知見（盛土）

■道路土工構造物（盛土）の点検結果とその特徴

■建設経過年数と判定区分に関係性が見られない。

■盛土の変状項目によって、健全性診断の判定の傾向が異なる。

44%

54%

58%

48%

59%

43%

49%

42%

39%

42%

37%

49%

7%

4%

3%

10%

4%

8%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11～20年

21～30年

31～40年

41～50年

51年～

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

▲変状項目別の判定区分の割合▲建設経過年数別の判定区分

・ 判定区分Ⅲ、Ⅳでは、 「崩壊」「侵食」「湧水」に関する変状が比較的多い。
・ 主に排水施設の損傷により「洗掘」や「侵食」が発生し、「崩壊」に繋がる場合が多いと考えられる。
・ 集水地形における盛土では「湧水」に伴う「侵食」が発生し、 「崩壊」に繋がる場合が多いと考えられる。

箇所数（ ）（135） （107） （314） （152） （46） （98） （105） （218） （311）
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点検結果と特徴に基づき、のり面自体の変状に対する措置のための参考資料とし
て、「別紙５ 判定の参考となる変状事例」に一巡目点検結果に基づく事例を追加

一巡目点検結果を踏まえた改善（判定の参考となる変状事例の追加）

切土のり面については、「亀裂」「湧水」が顕在化した事例や
「崩壊」した事例を追記。

盛土のり面について、集水地形によ
る「湧水」「浸食」に伴って「崩壊」した
事例を追記。

盛土のり面について、排水施設の損
傷による「洗掘」「浸食」に伴って「崩
壊」した事例を追記。
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予防保全対応が可能な施設に対する措置のための参考資料として、
「別紙５ 判定の参考となる変状事例」に一巡目点検結果に基づく事例を追加

一巡目点検結果を踏まえた改善（判定の参考となる変状事例の追加）
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（①）小段コンクリートの亀裂・段

差、小段排水溝の閉塞が認められ

る。（②）溢水した水がのり面に浸

透し、表層に緩みが生じたことが原

因とみられ、（④）のり面の崩壊が

発生する可能性がある。（⑤）鉄筋

挿入の頭部に浮き上がりが見られ、

抑止効果が低下しており、（⑥）次

回の点検時に進行性を見極める必要

がある。（⑦）崩壊した土砂が路面

に落下し、通行に支障が生じるた

め、(措置)のり面内に水が入らない

ように、排水溝の補修が望まれる。

記入例（切土の例）

点検箇所毎の判定区分の根拠となる健全性診断の所見欄に記載すべき内容
のルール化に向け、「別紙４ 点検表記録様式の記入例」の所見欄に記載すべ
き内容に基づく記載例を例示することにより点検表の改善を誘導

健全性診断の所見欄に記載すべき内容（項目）

一巡目点検結果を踏まえた改善（点検表記録様式の記入例の差替による誘導）
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様式１（その２）

構成施設の点検

点検年月日：

年 月 日

盛土 － － －

切土 ○ ○ 小段の亀裂

－ － －

○ ○ 定着版の浮き

○ ○ 定着版の浮き

○ － －

斜面安定施設 － － －

カルバート － － －

○ － 変状無し

ブロック積、井桁組　等 － － －

－ － －

排水施設 ○ ○ 亀裂・閉塞

－ 変状無し

※１　点検区域内に当該施設が設置されている場合は「○」、設置されていない場合は「－」

当該点検区域の健全性の診断（判定区分Ⅰ～Ⅳ）

年 月 日

Ⅲ

小段コンクリートの亀裂・段差、小段排水溝の閉塞が認められる。溢水した水がのり面に浸透し、表層に緩みが生じたことが原因と

みられ、のり面の崩壊が発生する可能性がある。鉄筋挿入の頭部に浮き上がりが見られ、抑止効果が低下しおり、次回の点検時に

進行性を見極める必要がある。崩壊した土砂が路面に落下し、通行に支障が生じるため、のり面内に水が入らないように、排水溝の

補修が望まれる。

全景写真（起点側，終点側を記載すること）

のり面排水、暗渠排水 表面水の地山への浸透　　 変状②

点検結果に基づき記録 措置後に記録

判定区分 点検時の健全性診断の所見等 主な措置の内容 再判定区分 措置後の健全性診断の所見等 措置実施

その他 自然斜面 変状③

擁壁 Co擁壁 変状⑥

　　

補強土壁 　　

のり面保護施設 CO・モル吹付、石・ブロック張

落石防護柵等

のり枠 抑止効果の低下 変状④

植生工 変状⑤

崩壊・地山への地表水の浸透 P1～P4、P11、P13、P17

抑止効果の低下 変状①グラウンドアンカー等

点検時に記録 2018/12/12 措置後に記録

措置 措置の内容
措置実施

主な構成施設名
構成

施設※1
変状の
有無

変状の種類 道路機能に対する影響

点検区域名 特　〇〇R　　　-89.470 点検者 （受注者名） 点検責任者 （個人名）

測定値
(mm)

備考
（写真の有無）

起点側
終点側

中央付近

変状の種類の記載については、「変状の種類

記載例のシートを参照すること。

構成施設は予め主な施設が記載されています。施設の有無を記載することで施設の見落とし防止や、変状が無い場合でも無いこと

を記載し点検の信頼性を担保します。

今回の点検における措置を記載します。

次回点検までは本表の記載内容を措置が完了するごと時点修

正していきます。

上記の措置を実施後に再判定を実施し修正

一巡目点検結果を踏まえた改善（点検表記録様式の記入例の差替による誘導）

記載すべき内容に基づく記載例を例示

13



改定のポイント①

道
路
土
工
構
造
物
点
検
要
領
の
改
定
（
暫
定
版
）

（１）特定道路土工構造物は、建設後２年以内に初回点検を行うことを基本
（２）設計施工段階での記録を確実に残し、その記録に照らした点検を誘導

特定道路土工構造物は、全数につ

いて建設後２年以内に初回を行い、２

回目以降は５年に１回の頻度で行うこ

とを基本とする。■国道４８３号日高豊岡南道路：切土部
令和３年３月１８日発生（令和２年（2020年）１１月開通）
※施工中に、近傍（約200m）で被災した事象あり

■三陸沿岸道路（久慈北道路）：切土部
令和３年５月２７日発生（令和２年（2020年）３月開通）
※施工中に、近傍（約100～200m）で被災した事象あり

新設・改築段階での調査・設計・施
工時のデータ・写真や被災履歴なら
びに対策履歴は、維持管理段階での
のり面被災の可能性を予見するため
の貴重な資料であることから、資料の
継承・保管に努めることが重要であ
る。

初回点検の実施

設計施工段階の資料の継承・保存

（要領案 P11）

（要領案 P12～P13）

令和４年 ３月２２日
第16回 道路技術小委員会資料

参 考

14



改定のポイント①

道
路
土
工
構
造
物
点
検
要
領
の
改
定
（
暫
定
版
）

（３）一巡目点検結果等に基づく最新の知見等を反映

風化しやすい軟岩により構成され

た切土のり面や流れ盤を有する切
土のり面でのり面緑化工（植生）の

みの箇所について、地山の変状等

に特に注意が必要である。

被災場所： 常磐道（相馬ＩＣ～新地ＩＣ）：切土部
発生日時： 令和3年（2021年）2月13日 23時7分

※福島県沖地震

現地調査時のポイントを明示

点検要領の参考資料として
示している「判定の参考となる
変状事例」を充実

擁壁等における洗掘による変状事例

（要領案 P13）

（要領案 P66）
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改定のポイント②

道
路
土
工
構
造
物
点
検
要
領
の
改
定
（
暫
定
版
）

（４）「特定土工構造物」の対象に、河川隣接区間として前面に河川がある盛土及び擁壁を追加

（１）特定道路土工構造物

(a)長大切土

(b)高盛土

(c)河川隣接区間の盛土又は擁壁

道路肩から土工構造物の法尻

もしくは構造物のＧＬまでの水平

距離が概ね７ｍ以内であり、以

下の①又は②に該当する箇所。

①河床勾配が概ね１／２５０より

急勾配である箇所

②湾曲部等の水衝部になって

いる箇所（湾曲半径が概ね

１２０ｍ以下かつ湾曲角度が

概ね２０°以上）

＜平成３０年７月豪雨＞
国道２号（広島県広島市）

※路面高が計画高水位より高い

護岸 有り

根固め 無し

河川線形 湾曲部

※路面高が計画高水位より高い

＜令和２年７月豪雨＞

国道４１号（岐阜県下呂市）

至 富山県

至 愛知県

飛騨川

延長約500m被災

護岸 有り

根固め
無し
一部不足

河川線形 湾曲部

防災点検 有

防災点検 無

河川隣接区間の盛土又は擁壁を
特定土工構造物点検対象箇所に
追加

（要領案 P２）
16
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参 考



特定道路土工構造物

それ以外
長大切土：切土高おおむね15m以上
高盛土：盛土高おおむね10m以上
※法面保護施設、排水施設等を含む

道路区域内
（道路土工構造物）

道路区域外
（自然斜面） －

改定のポイント②

（５）防災カルテ点検で実施していた道路区域内における道路土工構造物の点検を道路土工点検とし
て一元化

特定土工点検

道路防災点検
・要対策箇所のうち

未対策箇所
・カルテ点検箇所

通常点検
河
川
隣
接
区
間
の

盛
土
又
は
擁
壁 防災カル

テ点検

現状
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特定道路土工構造物

それ以外長大切土：切土高おおむね15m以上
高盛土：盛土高おおむね10m以上
※法面保護施設、排水施設等を含む

＋河川隣接区間の擁壁又は盛土

道路区域内
（道路土工構造物）

道路区域外
（自然斜面） －

改定のポイント②

（５）防災カルテ点検で実施していた道路区域内における道路土工構造物の点検を道路土工点検とし
て一元化

道路防災点検
・要対策箇所のうち

未対策箇所
・カルテ点検箇所

通常点検

② 防災カルテ点検

暫定改定後
（R4.●～）

＋道路区域内の防災カルテ点検対象箇所
（要対策箇所のうち未対策箇所を含む）

河川隣接区間の追加
河
川
隣
接
区
間
の

盛
土
又
は
擁
壁

防災点検と重複する
箇所の一元化

①
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第16回 道路技術小委員会資料

参 考



改定のポイント②

（５）防災カルテ点検で実施していた道路区域内における道路土工構造物の点検を道路土工点検とし
て一元化

道
路
土
工
構
造
物
点
検
要
領
の
改
定
（
暫
定
版
）

①令和３年度まで特定土工点検と
重複していた防災カルテ点検対象箇所

②特定土工点検以外の
防災カルテ点検対象箇所

（Ⅱ相当） （Ⅱ相当）

対策実施

効果確認

記録

Ⅰ・Ⅱ Ⅲ・Ⅳ

※定期的な観察の期間と時期・頻度については、道路管理者が
変状の程度、進行度合い等に応じて適切に決定

ⅡⅠ

点
検
（
5
年
に
1
回
を
目
安
）

特定土工点検・診断

定
期
的
な
観
察

対策実施

効果確認

記録

Ⅰ・Ⅱ Ⅲ・Ⅳ

Ⅱ

Ⅰ

通常点検・診断
※特定土工点検に準じた点検を実施

定
期
的
な
観
察

巡視等による点検

（要領案 P32）

令和４年 ３月２２日
第16回 道路技術小委員会資料
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改定のポイント③

（６）三次元点群データを道路土工構造物点検にも活用できることを明記

道
路
土
工
構
造
物
点
検
要
領
の
改
定
（
暫
定
版
）

のり面崩落に影響を及ぼす変
状を把握し評価するために、全
体を俯瞰的にみることが重要で
あり、長大切土や高盛土ののり面
の変状の把握においては、必要
に応じ三次元点群データ等の活
用により効率的に行う事が考えら
れる。

三次元点群データを道路土工構
造物点検にも活用

（要領案 P15～P16）
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